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はじめに

調査の目的

はじめに

調査の目的

建築基準法の技術基準については、研究や技術開発の進展

等に応じて 見直しを継続的に行う必要がある そのため等に応じて、見直しを継続的に行う必要がある。そのため、

民間事業者等からの建築基準改正提案の受付・整理、分析を

行い 民間における基準改正ニーズ・シーズを把握すること行い、民間における基準改正ニ ズ シ ズを把握すること

が目的である。

調査の概要
広く民間事業者等から建築基準に関する見直し提案を受付

け・整理し、必要に応じてヒアリングを実施・整理した。

また これについての基準見直しのための検討を併せて行っまた、これについての基準見直しのための検討を併せて行っ
た。
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調査の項目調査の項目

(イ)基準改正提案の受付と整理等(イ)基準改正提案の受付と整理等

広く民間事業者等からの建築基準法令上の技術基準（性能評

価・試験方法等を含む）に関する技術的提案を受け付け 建築基価・試験方法等を含む）に関する技術的提案を受け付け、建築基

準の見直し事項の整理を行う。これらについて、国土交通省と協

議の上、有識者、実務者等による技術基準原案作成に必要な検討議 、有識者、実務者等 よる技術基準原案作成 必要な検討

を行うための作業体制を設置、運営する。また、本事業による過

年度の成果について、必要に応じて追加的検証を行う。

(ロ)その他

（イ）の基準改正提案についての検討結果を整理し、次年度以

降に必要な検証内容を抽出する等により、次年度の本事業の課題

設定に関する予備的調査を行う。
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建築関連技術基準の検討体制
【大学等の知見活用】 【基準原案の作成】 【基準整備】

建築関連技術基準の検討体制

国土交通省
（独）建築研究所

民間大学

知見
提供

技術指導 国土交通省

【大学等の知見活用】 【基準原案の作成】 【基準整備】

民間
団体

建築基準整備

国土技術政策総合研究所
技術指導

・
共同研究

国土交通省

住宅局
基準
原案

民間
事業者

応募

促進事業

以下の主体を国が公募・
支援

○技術基準原案作成のため
の有識者委員会
(建築構造基準委員会 他）

○主要事項に係るＷＧ

成果

技術基準の策定
・見直しの実施

地方公共
団体

その他

特定の課題に応じ設定
した方針に基づき、実

験等を行う主体

特定 課題に応じ設定

窓
口
（
コ

ポ
イ
ン

提案

その他

…

特定の課題に応じ設定
した方針に基づき、実

験等を行う主体

ン
タ
ク
ト

ン
ト
）
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平成24年度 建築基準整備体制

国土技術政策総合研究所
（基準原案作成）国土交通省

（技術基準 策定 見直 実施）

平成24年度 建築基準整備体制

学 経（技術基準の策定・見直しの実施）
●建築構造基準委員会
（委員長 久保哲夫 東京大学名誉教授）

●建築防火基準委員会
(委員長 辻本誠 東京理科大学工学部第二部建築学科教授）

学識経験者・民間
（JSCA、事務所協会、BCS）等

技 基 日本建築行政会議（JCBA）

参加

○木造基準化検討ＷＧ ○膜構造基準化検討ＷＧ

○改正ＪＩＳ調査ＷＧ

委員会・WG事務局の支援主体

住宅局
技術基準
原案の提示

日本建築行政会議（JCBA）
（地方公共団体、指定機関）

技術原案作成TG ※
（主査・国総研） 建築研究所

技術指導

基準整備促進事業
（知見の収集・蓄積作業）
（主体は国が公募・支援）

・民間等からの基準見直し提案の整理業務を担う主体

コンタクト
ポイント

（窓口： ICBA）

地方公共
団体

指定機関
提案

成果

・特定の課題に応じ設定した方針に基づき、実験等を行う主体

個別基準・制度運用課題の調査検討

21.ニーズシーズ把握に関する検討
（一般社団法人建築性能基準推進協会）

個人

民間大学
応募
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調査フロ調査フロー

国土交通省 築性能協国土交通省 建築関係団体

民間事業者等

性能協
基準整備促進事業に関するニーズシーズ把握に関する検討

コンタクトポイントの提案等に対する検討
協力

ヒアリング① RC造

② 鉄骨造

③ 木造

④ 免震構造

⑤ その他（鉄筋コンクリート組積造など）

参加
建築基準

法令上の

技術基準に

関する

⑤ その他（鉄筋コンクリート組積造など）

⑥ 構造計算

⑦ 建築関連規格

⑧ 災害関連基準 等

コンタクトポイント

国土技術政策

総合研究所
協力

協力依頼 必要に応じてＷＧを
設置し、検討

関する

技術的提案提案

コンタクトポイント
基準改正提案の受付・

整理（イ）

提案窓口・ICBA

ＴＧ定例会
処理方針等確認

建築研究所

次年度課題設定に関する予備的調査（ロ）

建築研究所
技術指導
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調査工程調査工程
工程(2012年～2013年)

調査検討項目
備考

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
調 検討項目

　　(ｲ)基準改正提案の受付と整理等

2月 3月

　　民間事業者等からの技術的提案の受付

建築基準の見直し事項の整理

ICBAｺﾝﾀｸﾄﾎﾟｲﾝﾄ

窓口の活用

　　ＴＧの設置・運営

　　※必要に応じて追加的検証

　　建築基準の見直し事項の整理

　　(ﾛ)その他（次年度課題設定に関する

　　ＷＧの設置・運営

　　予備的調査）

　　案件毎の進捗状況の整理
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基準改正提案の受付と整理等基準改正提案の受付と整理等
調査の進め方調査の進め方

基準改正提案の受付と整理については、従来よりICBAで行なってい
るコンタクトポイント専用システムを活用。

基準見直 関わる各種提案 整理等 は そ 対応方法等基準見直しに関わる各種提案の整理等については、その対応方法等
について検討を行うＴＧを設置して行う。さらに、コンタクトポイン
トの個別提案等に係る技術的な検討が必要な事項については、内容に
応じて個別のＷＧを設置する。

①技術提案 ③提案書の送付 ④技術的検討の送付

提
案
者

コ
ン
タ
ク
ト
ポ

国
土
技
術
政
策

総
合
研
究
所

国
土
交
通
省

（独）建築研究所

②受付番号の連絡
協力

者 ポ
イ
ン
ト

策所 省
住
宅
局

（独）建築研究所

⑤検討結果の連絡

⑤検討結果の連絡
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基準改正提案の受付と整理等基準改正提案の受付と整理等
提案項目提案項目
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（イ）基準改正提案の受付と整理等
調査対象・調査状況

（イ）基準改正提案の受付と整理等

コンタクトポイント（提案受付窓口）に、2013年3月までに寄せられた
民間等の技術提案のうち、検討をおこなった案件75件。

＜建築基準法＞

①構造（30件） ＲＣ造 9件、Ｓ造 9件、木造 7件、その他 5件

②防火（33件） 防耐火構造 10件 防火材料 1件 防火設備9件②防火（33件） 防耐火構造 10件、防火材料 1件、防火設備9件、

区画貫通 3件、耐火検証 3件、避難安全検証 6件、飛び火1件

③設備（1件） エレベーター1件

＜住宅の品質確保の促進等に関する法律 他＞＜住宅の品質確保の促進等に関する法律 他＞

①構造の安定化3件／②火災1件／③劣化6件／③維持管理１件／

平成24年度に受付けた新規提案は全9件であり 個別のヒアリングおよびＷＧを

<注>過年度に検討を行ったもの、事業期間外にＩＣＢＡの自主事業として受付および提案者へ回答を

平成24年度に受付けた新規提案は全9件であり、個別のヒアリングおよびＷＧを
設置、運営する等により検討を進めた。
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検討終了案件と対応例検討終了案件と対応例

平成24年度中に 検討案件75件のうち30件が検討平成24年度中に、検討案件75件のうち30件が検討
終了となり、提案者に検討結果について回答を行
ったほか 2012年8月に行ったアンケートの結果ったほか、2012年8月に行ったアンケートの結果、
既受付1件について検討終了となった。

検討終 案件

№ タ イ ト ル 分 野

030014 避難安全性能評価における設計火源の設定に関する検討 防火・避難安全検証

≪検討終了案件≫

030039 避難安全検証法の煙降下時間<漏煙量の算定方法>について 防火・避難安全検証

030040 避難安全検証法の煙降下時間<機械排煙>について 防火・避難安全検証

030041 避難安全検証法の煙降下時間<天井高さ>について 防火・避難安全検証

030042 避難安全検証法の避難時間（煙降下時間の計算方法）に関する検討 防火・避難安全検証

居室避難安全検証法 部見直し 防火 避難安全検証
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040004 居室避難安全検証法の一部見直し 防火・避難安全検証

次ページ続く



№ タ イ ト ル 分 野

≪検討終了案件≫

№ タ イ ト ル 分 野

030043 一般の室における第2種排煙設備の採用について 防火設備

030044 扉開放が予想される非難経路における第2種排煙設備の採用について 防火設備

030046 第2種排煙設備の見直し（付室の給気量） 防火設備

030047 第2種排煙設備の見直し（漏れ量の設定方法） 防火設備

030048 第2種排煙設備の見直し（排煙口の開口面積における条件の上限値） 防火設備

030049 第2種排煙設備の見直し（排煙口の開口面積の定義） 防火設備

030050 第2種排煙設備の見直し（給気口の位置） 防火設備030050 第2種排煙設備の見直し（給気口の位置） 防火設備

070005 合成スラブに関する防耐火性能試験・評価業務方法書に関する提案 防耐火構造

070008 軒裏の準耐火性能試験・評価業務方法書に関する検討 防耐火構造

090002 防火構造、及び延焼のおそれのある部分の構造、に於ける室内側の仕様に
ついて

防耐火構造

090004 トップライト（排煙形）・スモークハッチの30分耐火性能認定書取得について 防耐火構造

120001 ボイドスラブの耐火性能評価試験について 防耐火構造

090011 防火区画を形成する構造および当該区画を貫通する処理について 防火・区画貫通
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050004 薄板軽量形鋼造建築物における階数制限の見直し 構造・鉄骨造

次ページ続く



№ タ イ ト ル 分 野

≪検討終了案件≫

№ タ イ ト ル 分 野

070003 薄板軽量形鋼造の耐力壁の構造に関する提案 構造・鉄骨造

070007 薄板軽量形鋼造の耐力壁の構造に関する提案 構造・鉄骨造

090005 木造住宅用接合金物の使い方 構造・木造

090006 劣化の軽減対策等級３に係る外壁の軸組等に対する措置の追加 構造・木造

090007 劣化の軽減対策等級3に係る床下防湿措置の追加 構造・木造

100001 免震建築物の上部構造が木造である基礎高さと木造まで高さに関する基準 構造・木造

030052 非常用エレベーター乗降ロビーの性能基準について 設備030052 非常用エレベ タ 乗降ロビ の性能基準について 設備

070001 エレベーター乗場ドア解錠用かぎ仕様の規定化 環境設備

090008 劣化の軽減対策等級3に係る浴室及び脱衣室の防水措置の追加 材料・耐久性

090009 劣化の軽減対策等級３に係る土台の追加 材料・耐久性

090010 省エネ法に定める住宅の次世代基準及び住宅性能評価方法基準の省エネ等級4の
抜本的改正

省エネ

以上、全31件

<注>過年度に検討を行ったもの、事業期間外にＩＣＢＡの自主事業として提案者へ回答を行ったものを含む。
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■対応例その１ ※対象案件 №050004、№070003、№070007

平成24年国土交通省告示第1042号「薄板軽量形鋼造の建築物又は建築物の構造部分の構
造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める等の件。」により、平成13年国土交通
省告示第1641号の一部が改正された。

上記告示改正により、薄板軽量形鋼造における構造計算、階数制限
に関する規制が緩和された。に関する規制が緩和された。
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四
十
二
号

和
二
十
五
年
政
令

づ
き
、
薄
板
軽
量

に
関
す
る
安
全
上

土
交
通
省
告
示
第

十
四
日

国
土
交

を
「
指
定
し
、
並

が
、
第
十
二
第
一

、
同
令
第
八
十
一

同
等
以
上
に
安
全

規
定
に
基
づ
き
、

場
合
に
お
い
て
は

ロ
に
規
定
す
る
限

で
き
る
も
の
と
認

物
等
の
構
造
計
算

該
構
造
計
算
は
、

め
る
と
こ
ろ
に
よ

で
き
る
も
の
と
認

薄
板
軽
量
形
鋼
造

形
鋼
造
を
除
く
。

と
を
併
用
す
る
建

だ
し
書
を
加
え
る

び
繰
り
返
し
加
力

耐
力
を
考
慮
し
て

八
十
二
条
第
一
号

。
）
を
行
っ
た
場

形
鋼
造
と
鉄
骨
造

建
築
物
（
構
造
耐

は
耐
力
壁
を
薄
板

ら
ニ
ま
で
の
い
ず

に
加
え
る
。

数
が
四
で
あ
る
建

え
た
階
数
が
四
以

薄
板
軽
量
形
鋼
造

、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ

軽
量
形
鋼
造
と
鉄

造
と
を
併
用
し
、

ン
ク
リ
ー
ト
造
そ

造
と
鉄
骨
造
、
鉄

用
す
る
建
築
物
で

軽
量
形
鋼
造
の
建

載
荷
重
、
積
雪
荷

も
の
又
は
上
層
階

分
で
あ
る
柱
、
横

形
鋼
造
と
し
な
い

第
三
号
」
を
「
第

百
九
十
三
号
第
一

十
二
第
三
号
ロ
の
表

「
圧
縮
材
の
」
を

号
ホ
中
「
接
合
部

の
軸
断
面
に
対
す

（
ｔ
2
／
ｄ
）
Ｆ

合
部
に
お
け
る
ド

る
。

5
8
9

号
よ
り

令
第
三
百
三
十
八
号

量
形
鋼
造
の
建
築
物

上
必
要
な
技
術
的
基

第
千
六
百
四
十
一
号

交
通
大
臣

羽
田
雄

並
び
に
同
号
イ
の
規

号
イ
に
適
合
す
る

条
第
二
項
第
一
号

全
性
を
確
か
め
る
こ

建
築
物
等
の
構
造

は
、
当
該
構
造
計
算

限
界
耐
力
計
算
と
同

認
め
、
同
令
第
八
十

算
が
第
十
二
第
一
号

同
令
第
八
十
二
条

よ
る
構
造
計
算
と
同

認
め
る
」
に
改
め
る

造
の
建
築
物
又
は
薄

以
下
同
じ
。
）
、

建
築
物
の
地
階
」
に

る
。

力
実
験
に
よ
っ
て
確

て
、
第
十
二
第
一
号

号
か
ら
第
三
号
ま
で

場
合
は
こ
の
限
り
で

造
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ

耐
力
上
主
要
な
部
分

板
軽
量
形
鋼
造
と
し

ず
れ
か
に
掲
げ
る
建

建
築
物

以
内
の
階
（
以
下

造
と
し
、
か
つ
、
上

リ
ー
ト
造
そ
の
他
の

鉄
骨
造
、
鉄
筋
コ
ン

且
、
上
層
階
以
外

そ
の
他
の
構
造
と
す

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト

で
あ
っ
て
、
上
層
階

建
築
物
の
構
造
部
分

荷
重
そ
の
他
の
鉛
直

階
以
外
の
階
に
お
け

横
架
材
及
び
斜
材
並

い
も
の

第
三
項
」
に
改
め
、

号
に
該
当
す
る
建

表
中
「
圧
縮
材
」
を

を
「
曲
げ
材
の
ウ
ェ

部
の
」
を
「
接
合
部

す
る
」
に
改
め
、
同

Ｆ
」
に
改
め
、
第
十

ド
リ
リ
ン
グ
タ
ッ
ピ

9
1
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号
）
第
八
十
条

物
又
は
建
築
物

基
準
を
定
め
る

号
）
の
一
部
を

雄
一
郎

規
定
に
基
づ
き

る
場
合
に
お
い

号
イ
に
規
定
す

こ
と
が
で
き
る

造
計
算
が
第
十

算
は
、
同
令
第

同
等
以
上
に
安

十
一
条
第
三
項

号
ハ
に
適
合
す

条
各
号
及
び
同

同
等
以
上
に
安

る
。

薄
板
軽
量
形
鋼

鉄
筋
コ
ン
ク

に
改
め
る
。

確
認
さ
れ
た

号
ハ
に
定
め

で
に
規
定
す

で
な
い
。

リ
ー
ト
造
そ
の

分
で
あ
る
柱
、

し
た
も
の
を
除

建
築
物
」
に
改

「
上
層
階
」

上
層
階
以
外

の
構
造
と
す

ン
ク
リ
ー
ト

外
の
階
を
鉄

す
る
建
築
物

ト
造
そ
の
他

階
以
外
の
階

分
が
、
建
築

直
方
向
の
荷

け
る
構
造
耐

並
び
に
耐
力

「(

平
成
十
九

建
築
物
の
場
合

を
「
曲
げ
材
」

ェ
ブ
の
せ
ん
断

部
に
お
け
る
ド

同
号
ホ
の
表
中

十
二
第
四
号
ホ

ピ
ン
ね
じ
の
軸



■対応例その２
※対象案件 №100001

住宅性能評価・表示協会ＨＰ内
Ｑ＆Ａに公示

上記により、木造免震建築物
における地盤面から基礎上端における地盤面から基礎上端
までの高さの評価方法が明確
化された。
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（ロ）その他（ロ）その他

本年度の（イ）の検討結果を踏まえ、下記のような、引き続き検証

が必要な内容を抽出する等により、次年度以降の課題設定に関す

る予備的調査を行った。

次年度 課題設定 関する予備的調査＜次年度の課題設定に関する予備的調査＞

浮き上がりを生ずる架構について、保有水平耐力計算における取

り扱いを検討すべきとの提案があり、転倒崩壊形となる場合の外力

等を整理するためには、荷重増分解析等による解析的検討が必要

となると考えられ、次年度本事業における課題設定にあたり、引き

続き検討対象とすることが望まれる。
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まとめまとめ

本年度受付整理・調査を行った内容の中では、特に構造基
準や防火基準の見直しに関する提案が多数であった。

これらの提案に対し 適宜ＴＧおよびＷＧを設置 運営しこれらの提案に対し、適宜ＴＧおよびＷＧを設置、運営し
検討を行った結果、本年度は薄板軽量形鋼造の構造方法に関
する告示改正が実施され、規制緩和が図られた他、木造免震する告示改正が実施され、規制緩和が図られた他、木造免震
建築物における基礎高さに関する基準が明確化され、これに
ついて周知を図る等の対応に至った。

この他にも、建築技術の進展や新開発に伴い、建築基準の

見直しを求める声は多く、引き続き国土交通省の協力を得て

ズ 常 把 整 検、民間におけるニーズを常に把握し、整理検討していく必要

性が認められる。
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